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１．事業概要 ～計画概要、位置～
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（１）計画概要

（２）位 置 長野県長野市

この計画は、長野市内に所在する長野行政監視行政相談センター、信越総合通信局、東京出入国在留管理局長
野出張所、名古屋税関諏訪出張所長野地区政令派出事務所、関東農政局長野県拠点、信越自然環境事務所、長
野保護観察所、長野公安調査事務所及び長野地方気象台の９官署を集約し、長野第１合同庁舎敷地において新庁
舎への建替を行うものである。

現在、このうちの６官署が入居する長野第１合同庁舎は、災害応急対策活動に必要な耐震性能を有していないとと
もに、築後５８年が経過し、老朽化による不具合が生じている。２官署が入居する長野法務総合庁舎は、所要の耐震
性能を有していないとともに、築後５９年が経過し、老朽化による不具合が生じている。また、単独庁舎である長野地
方気象台は、築後７１年が経過し、老朽化による不具合が生じるとともに、業務の拡大に伴う著しい狭あい状態が生
じている。これらの理由から新庁舎を整備する必要がある。

なお、新庁舎は、長野市における一団地の官公庁施設（長野団地）区域内に、歴史的風土、自然環境と調和のとれ
た整備を行うことにより、まちづくりへ寄与するとともに、災害への対応拠点として地域防災へ貢献するものとなる。

長野市

300m

N

新庁舎
（建設予定地）

長野市消防局
中央消防署

長野第１合同庁舎
（既存）

長野地方気象台

長野法務総合庁舎



１．事業概要 ～現庁舎の概要～
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１）長野第１合同庁舎
【入居官署】 長野行政監視行政相談センター、信越総合通信局、東京出

入国在留管理局長野出張所、名古屋税関諏訪出張所長野

地区政令派出事務所、関東農政局長野県拠点、信越自然

環境事務所

建 設 ： 昭和４１年 （ 築５８年（前回：築５３年） ）

敷 地 ： 長野県長野市旭町１１０８番地

建 物 ： 鉄筋コンクリート造 地上５階建て外 延べ面積：６，６６１㎡

（３） 現庁舎の概要

【入居官署】 長野地方検察庁※、長野保護観察所、長野公安調査事務所

建 設 ： 昭和４０年 （ 築５９年（前回：築５４年） ）

敷 地 ： 長野県長野市旭町１１０８番地

建 物 ： 鉄筋コンクリート造 地上６階建て 延べ面積：５，６４６㎡

３） 長野法務総合庁舎

建 設 ： 昭和２８年 （ 築７１年 （前回：築６６年） ）

敷 地 ： 長野県長野市箱清水１－８－１８

建 物 ： 鉄筋コンクリート造 地上１階建て外 延べ面積：７０２㎡

２） 長野地方気象台

はこしみず

あさひまち

あさひまち

※合同庁舎計画の対象外（法務省において計画中）



１．事業概要 ～入居官署の業務概要～
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（４） 入居官署の業務概要

１）長野地方気象台（A棟）
・ 東京管区気象台の管轄下にあり、地上気象観測、地域気象観測、生物季節観測、地震の震度観測な

どの業務を行い、天気予報・週間天気予報、気象注意報・警報・情報、地震情報・緊急地震速報、噴火

警報・噴火予報の情報を行う機関である。

・ 管轄区域は、長野県全域である。

２）信越総合通信局（A棟）
・ 国の情報通信行政を所掌し、情報通信を活用した防災・減災対策、電気通信事業の監理監督、地域

の情報化の推進、電波の有効利用の推進、各種無線局の許認可及び電波の監視などを所管する機

関である。

・ 管轄区域は、長野県全域、新潟県全域である。

３）長野行政監視行政相談センター（B棟）
・ 国や特殊法人、独立行政法人等の各行政機関等の業務について、政策評価、行政評価・監視、行政

相談等を行う機関である。

・ 管轄区域は、長野県全域である。

４）東京出入国在留管理局長野出張所（B棟）
・ 出入国管理行政を所掌し、在留関係諸申請、在留資格認定証明書交付申請及び、海港における上陸

審査の業務を行う機関である。

・ 管轄区域は、長野県全域、新潟県全域である。

５）名古屋税関諏訪出張所長野地区政令派出事務所（B棟）
・ 名古屋税関の出先機関として設置され、輸出入貨物の通関、関税等の徴収、密輸の取締り等を行う

機関である。

・ 管轄区域は、長野県全域である。



１．事業概要 ～入居官署の業務概要～

4

６）関東農政局長野県拠点（B棟）
・ 関東農政局の出先機関として設置され、農政についての説明や相談に対応する農政全般に関する

総合窓口として、自治体等と協力して農政課題の解決に取り組むための事務を行う機関である。

・ 管轄区域は、長野県全域である。

７）信越自然環境事務所（B棟）
・ 中部地方環境事務所の出先機関として設置され、管轄区域内国立公園における自然環境の保護

管理、野生生物の保護管理、自然環境の保全整備等の業務を行う機関である。

・ 管轄区域は、上信越高原国立公園、妙高戸隠連山国立公園、中部山岳国立公園の全域である。

８）長野保護観察所（B棟）
・ 犯罪や非行を犯し家庭裁判所の決定により、保護観察になった少年、刑務所や少年院から仮釈放に

なった者、保護観察付の刑執行猶予となった者に対して保護観察等を行う機関である。

・ 管轄区域は、長野県全域である。

９）長野公安調査事務所（B棟）
・ 関東公安調査局の出先機関であり、破壊的団体の規制に関する調査に関する事務及び無差別大量

殺人行為を行った団体の規制に関する調査及び規制措置に関する事務を行う機関である。

・ 管轄地域は，長野県全域及び群馬県全域である。

（４） 入居官署の業務概要
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１．事業概要 ～新庁舎の概要～

（５） 新庁舎の概要

敷 地 ： 長野県長野市旭町１１０８番地外 １０，２０４㎡

建 物 ： 新庁舎（Ａ棟） 鉄筋コンクリート造 地上６階建て 延べ面積５，２０２㎡ （前回：５，３０１㎡（－９９㎡））
新庁舎（Ｂ棟） 鉄筋コンクリート造 地上４階建て 延べ面積６，９７０㎡ （前回：６，８７１㎡（＋９９㎡））

総事業費 ： 約７１億円 （前回： 約５７億円（約１４億円増））

事業期間 ： 令和２年度～令和１５年度 （前回：令和２年度～令和１０年度）

5

あさひまち

長野第２地方
合同庁舎

長野市消防局
中央消防署

配置計画図

10m

※（）括弧内は前回（新規採択時）の数値を示す。



１．事業概要 ～事業の変更点～
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理由 建設資材高騰・労務費の上昇
令和元年度実施の新規採択時評価時から今回再評価時（令和６年度）の間に生じた物価上昇等により、

約14億円の増額が生じた。

○前回事業評価以降の主な変更

総事業費 約71億円（約14億円増）
（１）総事業費の変更

※出典：一般財団法人 建設物価調査会建築費指数（2015年基準） 標準指数（東京）事務所 RC 工事原価より

各年４月の数値を、2020年４月時点を基準値（100）として加工しグラフ化

100.0 101.5 

107.2 

115.5 

123.9 

 90.0

 100.0

 110.0

 120.0

 130.0

2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6)

建設物価 建設費指数※

新規採択時（Ｒ2.4）

再評価時 （Ｒ6.4）

↓ 約23.9％増



１．事業概要 ～事業の変更点～
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理由① ⼯事契約の不落と予算再要求に伴う延⻑【２年間】
・令和４年度にＡ棟⼯事を発注したが落札に至らず、⼯事の契約ができなかったことや、令和６年度からの再
発注に向けて、 物価上昇等を見込んだ予算準備期間（令和５年度）が必要となったことから、事業期間とし
て２年の延⻑を見込んでいる。

○前回事業評価以降の主な変更

事業期間 令和２年度〜令和１５年度（５年延⻑）
（２）事業期間の変更

理由② 計画変更に伴う延⻑【３年間】
・令和元年度の新規事業採択時には、建替中の官署が利用する仮設庁舎の設置・解体及び既存庁舎の解体⼯事
等について、本体⼯事と並行して行うことで、⼯期短縮を図る計画としていた。
・設計段階にて、並行して行うために必要な⼯事用動線と利用者動線の輻輳が、⼯事中の安全通路及び利用者
のプライバシーの確保等を理由に困難であることが判明したため、関係各署と協議した結果、「仮設庁舎の設
置及び解体」と「Ａ棟本体⼯事」及び「Ｂ棟本体⼯事」を時期をずらして実施することとなったことから、事
業期間として３年の延⻑を見込んでいる。

2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 2027(R9) 2028(R10)新
規
採
択
時

調査・設計 A棟工事
仮設庁舎工事・移転等

B棟工事

2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 2027(R9) 2028(R10) 2029(R11) 2030(R12) 2031(R13) 2032(R14) 2033(R15)

②
再
評
価
時

調査・設計 A棟工事
仮設庁舎工事・移転等

B棟工事

①

（１）及び（２）の変更により、事業案総費用について変更が生じることから、事業計画の合
理性（評点）を再計算する必要がある。



１．評価の方法について

「老朽」、「狭あい」、「借用返
還」などの項目の評点を算出

本事業と同等の性能を確保で
きる代替案との経済比較など
を実施

当初想定した効果について、
「業務を行うための基本機能
（B1）」及び「施策に基づく付加
機能（B2）」を確認 施策に基づく付加機能

個別施策の発現状況を
確認

B２

業務を行うための基本
機能
「位置」「規模」「構造」の
３つの視点から算出

B１

① 事業計画の必要性

② 事業計画の合理性

③ 事業計画の効果

前回評点と比較

確認・分析 【要件】１００点以上
各施設で算定し、それぞれの

必要計画面積で加重平均をかけた
数値の合計

官庁営繕事業に係る評価手法は、①事業計画の必要性、②事業計画の合理性、③事業計
画の効果の３つの視点について、指標に基づく評点を算定し、要件を満たすことを確認する。

前回評点と比較

確認・分析
【要件】１００点

（代替案総費用）－（事業案総費用）≧０
であれば１００点（上記以外は０点）

前回評点と比較

確認・分析
【要件】１００点以上

各評価項目の係数を全て
掛合わせて１００を乗じた数値

確認・分析
整備内容から事業の

効果の発現状況を確認

8



２．事業計画の必要性
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○ 各官署の評点と面積加重平均の算出

（A）☓（B）
計画面積（専有）

割合（B）
各官署の評点

（A）
入居予定官署

４．４点４．７％９４点長野行政監視行政相談センター

３０．６点２８．３％１０８点信越総合通信局

３．５点３．７％９４点東京出入国在留管理局長野出張所

１．８点１．９％９４点名古屋税関諏訪出張所長野地区政令派出事務所

１７．１点１８．２％９４点関東農政局長野県拠点

６．９点７．０％９９点信越自然環境事務所

１７．３点１６．０％１０８点長野地方気象台

１７．０点１５．０％１１３点長野保護観察所

５．４点５．２％１０４点長野公安調査事務所

１０４．０点各官署の評点の面積加重平均（Σ（（A）☓（B）））

○ 事業計画の必要性の評点 ： １１４点 ≧ １００点

１０４点各官署の評点の面積加重平均（Σ（（A）☓（B）））

１０点合同庁舎計画に基づくもの （加算）

１１４点 ≧ １００点合計（事業計画の必要性の評点）

事業計画の必要性がある



３．事業計画の合理性
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○ 事業計画の合理性の評点 ： １００ 点 ＝ １００点
同等の性能を確保できる他の案との経済比較を行った際に、事業案の方が経済的であると評価される。

※分析期間は、庁舎建

設期間及び維持管理期

間の５０年間

※社会的割引率（４％、

２％、１％）を用いて現在

価値化を行い費用を算

定

※［ ］内は、社会的割引

率を示す。

【代替案の概要】

第１合同・法務総合 →建替
気象台 →建替

・第１合同は既存不適格状態の

ため増築によることは困難

・気象台は築６６年のため増築に

よることは不経済

・管轄内に必要面積に対応する

賃借施設等は存在しないことか

ら、賃借によることは困難

事業計画の合理性がある

参考:金額 [１％]参考:金額 [２%]金額 [４％]Ⅰ．事業案の総費用（千円）

6,768,457
5,919,486

6,472,792
5,657,513

5,947,217
5,190,653（1）建設費

1.初期費用 537,994530,500517,377（2）企画設計費
310,977284,779239,187（3）解体費

7,026,769
2,187,634

5,336,813
1,461,645

3,594,713
811,078（1）修繕費

2.維持修繕費 3,555,1382,814,0471,975,744（2）保全費
1,283,9971,061,121807,891（3）光熱水費

362,428562,417735,4683.土地の占用に係る機会費用
-1,264,637-1,081,231-871,8224.法人税等

12,893,01711,290,7919,405,576事業案総費用（合計）
参考:金額 [１％]参考:金額 [２%]金額 [４％]Ⅱ．代替案の総費用（千円）

7,117,299
6,216,196

6,977,912
6,087,473

6,720,786
5,849,451（1）増築・改築費

1.初期費用 574,135576,060580,432（2）企画設計費
326,968314,379290,903（3）解体費

8,292,645

2,359,227

6,447,375

1,722,293

4,254,274

973,810（1）修繕費

2.維持修繕費
3,666,8252,911,3402,008,274（2）保全費
2,266,5931,813,7421,272,190（3）光熱水費

ーーー（4）賃料
477,119740,395968,2083.土地の占用に係る機会費用

-1,415,385-1,230,812-1,003,1704.法人税等
14,471,67812,934,87010,940,098事業案総費用（合計）

1,534,522 1,644,079 1,578,661【差額】Ⅱ - Ⅰ（千円）



４．事業計画の効果 ～評点の算出～
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○ 事業計画の効果（ Ｂ１： 業務を行うための基本機能 ） の評点 ： １３３ 点 ≧ １００点

イ 位 置

分 類 項 目 係数 評価の根拠

① 用地の取得・借用

② 災害防止・環境保全

１．１ 国として用地を確保している

１．１
自然的な条件からみて災害防止・環境保全
上良好な状態である

③ アクセスの確保 １．１ 施設へのアクセスは良好である

④ 都市計画その他の土地利用に関する
計画との整合性

⑤ 敷地形状等

１．０

１．０

都市計画その他の土地利用に関する計画と
整合している

敷地形状及び接道状況が適切

ハ 構 造

イ ①×②×③×④×⑤ 計

ロ ①×② 計

ハ 計

① 建築物の規模

事業計画の効果の評点
イ×ロ×ハ×１００

１．３３

１．０

１．０

１３３点

１．０

１．０

業務内容等に応じ、適切な規模を設定

ロ 規 模
② 敷地の規模 １．０

建築物の規模及び業務内容等に応じ、適切
な規模を設定

執務に必要な空間及び機能が適切に確保さ
れる見込み

機能性 （ 業務を行うための基本機能 ）

事業計画の効果がある



４．事業計画の効果 ～施策に基づく付加機能の評価～

12

○ 事業計画の効果（ Ｂ２： 施策に基づく付加機能 ）

確保する性能の水準（※１）評価項目分類

・官庁施設の基本的性能基準に基づき、地域の特性とともに、地域の活性化等地域社会への貢献について配慮されている。

・官庁施設の基本的性能基準に基づき、地域の特性について配慮されている。
地域性

社会性 ・官庁施設の基本的性能基準に基づき、地域の特性を考慮しつつ、周辺環境との調和が図られ、良好な景観の形成について配慮
されている。

・官庁施設の基本的性能基準に基づき、周辺環境との調和が図られ、良好な景観の形成について配慮されている。

景観性

・官庁施設の環境保全性基準に基づき、環境保全性の水準を満たしている。環境保全性

環境保全性

・公共建築物における木材の利用の促進のための計画に基づき、木造化、内装等の木質化が図られている。木材利用促進

・官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準に基づき、不特定かつ多数の人が利用する施設については、建築物移動等円
滑化誘導基準を満たしている。

・官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準に基づき、その他の施設については、建築物移動等円滑化基準を満たしている。

ユニバーサル
デザイン

機能性

・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準に基づき、大地震動後、構造体の補修をすることなく建築物を使用できることを目標とし、
人命の安全確保に加えて災害応急対策活動等のための十分な機能確保が図られている。

・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準に基づき、大地震動後、構造体の大きな補修をすることなく建築物を使用できることを目
標とし、人命の安全確保に加えて災害応急対策活動等のための機能確保が図られている。

・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準に基づき、大地震動により構造体の部分的な損傷が生じるが、建築物全体の耐力の低下
は著しくないことを目標とし、人命の安全確保が図られている。

防災性安全性

・官庁施設の基本的性能基準に基づき、目標とする使用期間を考慮し、適切に構造体及び被覆等の修繕等（ただし、大規模な修
繕を除く。）をすることにより、大規模な修繕を行わずに長期的に構造耐力上必要な性能を確保できる。

耐用性

経済性

・官庁施設の基本的性能基準に基づき、清掃、点検・保守等の維持管理及び材料、機器等の更新が、効率的かつ安全に行える。保全性



５．評価

13

１１４ 点 ≧ １００点事業計画の必要性

１００ 点 ＝ １００点事業計画の合理性

１３３ 点 ≧ １００点事業計画の効果

以上より、事業計画の継続が妥当である。



６．今後の対応方針（原案）

14

（１）事業の必要性等に関する視点

新たな⻑野第１地⽅合同庁舎に⼊居予定の官署が現在使用している庁舎の経年による老朽、耐
震性能不足等を解消する必要がある。

集約立体化等により「利用者の利便性向上」、「老朽化の解消」、「業務効率化」、「総合的
な耐震安全性の確保」及び「利用者の安全・安心の実現」に貢献するものとなる。

⻑野市における⼀団地の官公庁施設（⻑野団地）区域内に、歴史的風⼟、⾃然環境と調和のと
れた整備を行うことにより、まちづくりへ寄与するとともに、災害への対応拠点として地域防
災へ貢献するものとなる。

事業計画の「必要性」「合理性」「効果」は、指標に基づき要件を満たしている。

（２）事業進捗の見込みの視点

新庁舎（A棟）は、⼯事発注手続中であり、令和６年度中の着手、令和８年度完成を予定
新庁舎（B棟）は、予算要求準備中

（３）対応方針（原案）

事業の必要性等については評価基準以上の評点となっている。また、今後の事業進捗も見込ま
れることから、現計画により本事業を継続することが妥当と考える。



官庁営繕事業の評価手法について

参 考 資 料



１．評価の方法について

②事業計画の合理性
同等の性能が得られる代替案の有無を確認し、
事業案と代替案とを経済比較（LCC）して事業

案が最も経済的であることを確認（代替案がな
い場合、事業案が最も合理的とする）

（要件：評点100点）

①事業計画の必要性
現在入居している建物の状況から、事業
の必要性を評価

（要件：評点100点以上）

その他、

…などの項目について評価する。

現在の建物に問題が多いほど
評点が高い（建替えの必要性大）

事業計画

建替
（新営）

③事業計画の効果
Ｂ１（業務を行うための基本機能）と Ｂ２（施策
に基づく付加機能）から、事業の効果を評価

（要件：評点100点以上）

【B1】（基本）

法令・
条例に
適合

適正な規模適切な
執務空間

適切な
敷地の場所・

規模

業務を行うための必要な機能を満たし
ていることを確認

防災機能の不備
解消の必要性

狭あい
解消の必要性

分散 借用返還

老朽
による弊害解消の

必要性

既存部分
の改修

不足分
の増築

代替案A 代替案B

民間ビル
への入居

経済性等を比較し、
現計画の合理性を評価

地域連携

現在入居している建物の状況を項
目別に採点

【B2】（施策） 自然エネルギー利用

ユニバーサル
デザイン

防災性の確保

地域防災へ貢
献する取組

事業の特性に合致した施策に基づく付加
機能の発現状況を確認

木材利用
地域との
連携

負荷の低減

参考 1



備 考４０５０６０７０８０９０１００内容 評点
計画
理由

気象条件の極めて過酷な場所にある場合は、左記に基づく評
点に10点加算する。

８０％以下７０％以下６０％以下５０％以下施設の老朽（現存率）

老朽 経年、被災等により構造耐
力が著しく低下し、非常に
危険な状態にあるもの

構造耐力の著しい低下

敷地等の関係で増築が可能な場合は、主要素としない。０．８０以下０．７５以下０．７０以下０．６５以下０．６０以下０．５５以下０．５以下庁舎面積（面積率）狭あい

なるべく速や
かに返還す
べきもの

期限付き
立退要求
のもの

借用期限
が切れ即
刻立退が
必要なもの

立退要求がある場合
借用
返還 なるべく速や

かに返還す
べきもの

緊急に返還すべきもの
借料が高額等の事情により
返還すべき場合

相互距離は、通常利用する道路の延長とする。
同一敷地内に分散、業
務上支障があるもの

２ヶ所以上に分散、相互
距離が300m以上で（同
一敷地外）、業務上非常
に支障があるもの

２ヶ所以上に分散、相互距
離が１km以上で（同一敷
地外）、業務上著しく支障
があるもの

事務能率低下、連絡困難分散

次に該当する場合は、主要素と従要素に区分した上で得られ
る評点（従要素の場合は評点の10分1。該当する理由がない場
合は0点）に、次のいずれかを加算し、当該計画理由の評点と
する。
・シビックコア計画に基づくもののうち、シビックコア内の当該施
行分を除く施設、関連都市整備事業等の全てが整備済みの場
合は7点、少なくとも全てが建設に着手済みの場合は4点
・地方公共団体の施設と合築整備（同一又は隣接する敷地に
増築により一体的に整備する場合を含む。以下同じ。）をする
もので、その合築整備が確実な場合は、4点
・地域防災へ貢献する取組が確実に行われる場合は、4点

区画整理等が計画決定
済であるもの

区画整理
等が事業
決定済み
であるもの
（年度別決
定済）

区画整理
等施行中
で早く立ち
退かないと
妨害となる
もの

周囲が区画整理等施行済
みで当該施行分のみ未施
行となっているもの

都市計画の進捗

地域
連携 都市計画的にみて地域

性上好ましくないもの、
又は防火地域若しくは準
防火地域にある木造建
築物で延焼のおそれが
あるもの

都市計画的にみて地域
性上障害のあるもの、又
は防火地域若しくは準防
火地域にある木造建築
物で延焼の可能性が高
いもの

都市計画的にみて地域性
上著しい障害のあるもの、
又は防火地域若しくは準
防火地域にある木造建築
物で延焼の可能性が著し
く高いもの

地域性上の不適

位置が不適当で業務上
又は環境上好ましくない
もの

位置が不適当で業務上
支障を来しているもの又
は公衆に不便を及ぼし
ているもの

位置が不適当で業務上非
常な支障を来しているもの
又は公衆に非常に不便を
及ぼしているもの

位置の不適立地
条件
の

不良
地盤沈下、低湿地又は
排水不良等で維持管理
上好ましくないもの

地盤沈下、低湿地又は
排水不良等で維持管理
が困難なもの

地盤沈下、低湿地又は排
水不良等で維持管理が著
しく困難なもの

地盤沈下、低湿地又は排水
不良等で維持管理が不可
能に近いもの

地盤の不良

改修により対応できる場合は、主要素としない。

施設が不備、かつ運用
による代替が十分できな
いため、業務上好ましく
ないもの又は人命の安
全上好ましくないもの

施設が不備、かつ運用によ
る代替ができないため、業
務の遂行が著しく困難なも
の又は人命の安全確保が
困難なもの

災害時における必要機能
に係る施設の不備

防災機
能に係
る施設
の不備

敷地等の関係で増築が不可能な場合は、主要素としない。

施設が不備のため業務
上好ましくないもの又は
来庁者の利用上著しく支
障があるもの

施設が不備のため業務
の遂行に支障を来して
いるもの

施設が不備のため業務の
遂行が困難なもの

施設が不備のため業務の
遂行が著しく困難なもの

必要施設の不備
（災害時における必要機能
に係る施設の不備を除く）

施設
の

不備
主要素としない。

法令による基準以下で
あるもの

法令による基準より相当
低いもの

法令による基準よりはるか
に低いもの

採光、換気不良

国の行政機関等の移転及び機構統廃合等に適用する。ただし、
機構統廃合による場合は、主要素としない。

法令、閣議決定等に基づき
整備が必要なもの

法令等に基づく整備法令等

主要素の評点に従要素それぞれについての評点の10％を加えた
点数を「事業計画の必要性」の評点とする。
（合同計画、特定国有財産整備特別会計による計画は各10点加算）

２．評価の指標 ①事業計画の必要性

前回評点と比較

確認・分析 【要件】１００点以上
各施設で算定し、それぞれの必要計画面積で

加重平均をかけた数値の合計 参考 2



・同等の性能が得られる代替案（建替、改修・増築、民借）の有無を確認した上で、最も有利な

代替案と事業案との費用を比較

・分析期間：庁舎建設期間及び維持管理期間５０年間

・社会的割引率（４％、２％、１％）を用いて現在価値化を行い費用を算定

合計金額【１％】合計金額【２％】合計金額【４％】Ⅰ事業案の総費用（千円）

１．初期費用 （建設費、企画設計費）

２．維持修繕費 （修繕費、保全費、光熱水費）

３．土地の占用に係る機会費用※

４．法人税等

合計金額【１％】合計金額【２％】合計金額【４％】Ⅱ代替案の総費用（千円）

１．初期費用 （テナント工事費、移転経費）

２．維持修繕費 （光熱水費、賃料）

３．土地の占用に係る機会費用※

４．法人税等

【差額】Ⅱ－Ⅰ （千円）

※土地の占用に係る機会費用について
土地が建物によって占用されることによって失われる、仮にその土地を運用（賃貸等）していたら得られたであろう利益（地代等）

代替案との比較検討

２．評価の指標 ②事業計画の合理性

前回評点と比較

確認・分析 【要件】１００点
（代替案総費用）－（事業案総費用）≧０

であれば１００点（上記以外は０点）

参考 3



０．５０．７０．８０．９１．０１．１項 目
分
類

用地の取得上、借用上の
問題があり、その問題が
解消される見込みがない。

用地の取得上、借用
上の問題があるが、
その問題は解消され
る見込みがある。

必要な期間の用地の利用
（借用を含む。）が担保され
ている。

（新規取得か否かを問わ
ず）国有地に建設されてい
る。

用地の取得・借用

位

置

自然的条件からみて災害
防止、環境保全上重大な
支障がある。

自然的条件からみて
災害防止・環境保全
上軽微な支障がある。

自然的条件からみて災害防
止・環境保全上支障がない。

自然的条件からみて災害
防止・環境保全上良好な状
態である。

災害防止・環境保全

施設へのアクセスに重大
な支障がある。

施設へのアクセスに軽
微な支障がある。

施設へのアクセスに支障は
ない。

施設へのアクセスは良好で
ある。

アクセスの確保

都市計画その他の土地利
用に関する計画と整合し
ておらず、整合する見込
みがない。

都市計画その他の土
地利用に関する計画と
整合していないが、整
合する見込みがある。

都市計画その他の土地利
用に関する計画と整合して
いる。

都市計画その他の土
地に関する計画との
整合性

敷地の有効利用または敷
地への安全・円滑な出入
りに重大な問題がある。

敷地への安全・円滑
な出入りに軽微な問
題がある。

敷地の一部が有効に
利用できない。

敷地全体が有効に利用され
ており、安全・円滑に敷地へ
の出入りができる。

敷地形状等

業務内容等に対し、著しく
不適切な規模となってい
る。

業務内容等に対し、
やや不適切な規模と
なっている。

業務内容等に応じ、適切な
規模となっている。

建築物の規模

規

模

建築物の規模及び業務内
容に対し、著しく不適切な
規模となっている。

建築物の規模及び業
務内容に対し、やや不
適切な規模となってい
る。（駐車場の不足な
ど）

建築物の規模及び業務内
容に応じ、適切な規模となっ
ている。

敷地の規模

執務に必要な空間及び機
能が確保されない。

執務に必要な空間及
び機能が適切に確保
されていない。

執務に必要な空間及び機能
が適切に確保されている。

機能性（業務を行う
ための基本機能に該
当する部分）

構
造

各項目の係数を全て掛合わせて100を乗じた数値評 点

B1 業務を行うための基本機能 の指標

２．評価の指標 ③事業計画の効果

前回評点と比較

確認・分析 【要件】１００点以上
各評価項目の係数を全て

掛合わせて１００を乗じた数値 参考 4



確保する性能の水準（※１）評価項目分類

・官庁施設の基本的性能基準に基づき、地域の特性とともに、地域の活性化等地域社会への貢献について配慮されている。

・官庁施設の基本的性能基準に基づき、地域の特性について配慮されている。
地域性

社会性 ・官庁施設の基本的性能基準に基づき、地域の特性を考慮しつつ、周辺環境との調和が図られ、良好な景観の形成について配慮
されている。

・官庁施設の基本的性能基準に基づき、周辺環境との調和が図られ、良好な景観の形成について配慮されている。

景観性

・官庁施設の環境保全性基準に基づき、環境保全性の水準を満たしている。環境保全性

環境保全性

・公共建築物における木材の利用の促進のための計画に基づき、木造化、内装等の木質化が図られている。木材利用促進

・官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準に基づき、不特定かつ多数の人が利用する施設については、建築物移動等円滑
化誘導基準を満たしている。

・官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準に基づき、その他の施設については、建築物移動等円滑化基準を満たしている。

ユニバーサル
デザイン

機能性

・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準に基づき、大地震動後、構造体の補修をすることなく建築物を使用できることを目標とし、
人命の安全確保に加えて災害応急対策活動等のための十分な機能確保が図られている。

・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準に基づき、大地震動後、構造体の大きな補修をすることなく建築物を使用できることを目
標とし、人命の安全確保に加えて災害応急対策活動等のための機能確保が図られている。

・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準に基づき、大地震動により構造体の部分的な損傷が生じるが、建築物全体の耐力の低下
は著しくないことを目標とし、人命の安全確保が図られている。

防災性安全性

・官庁施設の基本的性能基準に基づき、目標とする使用期間を考慮し、適切に構造体及び被覆等の修繕等（ただし、大規模な修繕
を除く。）をすることにより、大規模な修繕を行わずに長期的に構造耐力上必要な性能を確保できる。

耐用性

経済性

・官庁施設の基本的性能基準に基づき、清掃、点検・保守等の維持管理及び材料、機器等の更新が、効率的かつ安全に行える。保全性

２．評価の指標 ③事業計画の効果
B2 施策に基づく付加機能の発現見込みの確認

確認・分析
整備内容に基づき確認
各評価項目において実施した施策に

応じて発現見込みを確認

※１ 個別の事業特性に応じて本表に記載のない付加機能を加えることを妨げない。

参考 5


